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『主要先進国における石綿健康被害救済に関する調査』に係る企画の募集について 

 

独立行政法人環境再生保全機構では、石綿健康被害救済制度の適切な運用の参考とすること

を目的に、主要先進国における類似制度の状況等について調査を実施します。 

 ついては、本調査を請け負う業者を選定するため、企画を公募します。本調査の請負を希望

する業者は、以下の募集要領に基づき、平成 18 年 8 月 14 日（月）までに企画書等を提出して

ください。 

 

平成 18 年 8 月 4 日 

   独立行政法人 環境再生保全機構 

石綿健康被害救済部企画調整課 

 

『主要先進国における石綿健康被害救済に関する調査』に係る企画募集要領 

 

1．目 的 

我が国における石綿被害救済制度の適切な運用のための適切な提言を行うため、主要先進

国における各種調査を行う。 

 

2．金額 

 本件に係る予算は 900万円（税込み）を予定しております。 

 

3．仕様書

仕様書については本企画募集要領と併せて、環境再生保全機構掲示板及び HP に掲載してい

ますので、本企画募集に参加される業者は仕様書に基づいた企画書等を以下４．のとおり提

出してください。 

 

4．提出資料、提出期限、提出場所 

 本企画募集に参加される業者様は、以下のとおり企画書等を提出してください。 

（1）提出資料 

以下の資料を10部ずつ提出して下さい。 

①企画書 

・A4判で作成し提出すること。 

・企画全体のコンセプト及び企画内容についての説明等を明記すること。 

②見積書（項目毎に経費明細書を添付して下さい。見積額には消費税を含みます。） 

③過去の主な調査実績 



2／2 

④会社概要 

⑤その他（御社が本業務を請け負う場合の利点などあれば明記して下さい。） 

（2）提出期限 

平成18年8月14日（月）までの次の時間帯とします。（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前10：00～12：00まで 

午後 1：00～5：00まで 

（3）提出場所 

資料は、次の場所へ持参するか郵送してください。郵送の場合も、提出期限内に提出

場所へ必着とします。 

独立行政法人 環境再生保全機構 

石綿健康被害救済部企画調整課 担当：鈴木・唐澤 

所在地：〒212-8554 川崎市幸区大宮町 1310 

ミューザ川崎セントラルタワー9 階 

電 話：044－520－9614 

ＦＡＸ：044－520－1015 

 

5．企画書の提出者に要求される資格 

（1）海外環境政策に関しての知識及び調査実績を有し、本調査目的の達成及び調査計画の遂行

に必要な組織、人員を有していること。 

（2）次の事項に該当しない者 

① 当該契約を締結する能力を有しない及び破産者で復権を得ない者。 

② 契約の履行に当たり品質・数量について不正行為をした者、公正な競争の執行を妨げ

た者、公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合した者等でその事実があ

った後2年を経過しない者 

 

6.留意事項 

  本調査は、今後の我が国における石綿健康被害救済制度の運用にあたり重要な調査となり

ます。従って海外調査の実績があるということのみでなく、本調査の趣旨を十分に理解し、

効果的かつ効率的に実施することが不可欠となりますのでご留意ください。 

 

7.その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（２）企画書等提出物に、記載事項の不備があった者は失格とします。 

（３）採用、不採用については個別に連絡します。 

以上 



 
『主要先進国における石綿健康被害救済に関する調査』仕様書 

 
1.調査目的 

本調査は、我が国における石綿健康被害救済制度の適切な運用の参考とするため、主要先進

国における類似制度等に関する各種調査及び提言を行う。 

 

2.調査対象国及び調査項目 

本調査における調査対象国及び調査項目は以下の通りである。 

（1）概況調査 

①調査対象国 

・オーストラリア 

・オランダ 

・イタリア 

・カナダ及びケベック州 

②調査項目 

・石綿健康被害者の救済制度が存在するかどうかの確認 

・石綿健康被害者の救済制度が存在する場合にはその概要の把握 

・石綿健康被害に関する調査研究（診断パネル・ガイドライン・健康調査・検診等） 

・石綿健康被害に関する患者数（死亡者数）の推移、救済・補償・訴訟の概況調査、関連

文献収集及び整理 

（2）詳細調査 

①調査対象国 

・フランス 

・米国 

②調査項目 

〈フランス〉 

石綿健康被害救済制度が存在するフランスについて、法制度とその成立経緯、議論内

容、運用の実態等について調査を行う。 

・石綿健康被害に関する患者数（死亡者数）の推移、救済・補償・訴訟の概況等 

・救済制度の運用実態、救済制度における認定基準、認定方法、支給額、不服審査方法 

・ 石綿健康被害に関する調査研究（診断パネル・ガイドライン・健康調査・検診等）、 

関連文献収集等 

〈米国〉 

労災保険とは別途の石綿健康被害救済制度が連邦議会に提案されている米国について、

提案されている法案の概要、法案提出の背景及び患者数（死亡者数）の推移等について

調査を行う。 

 

 

 



3.調査実施期間 

契約日より平成19年2月28日 

 

4.留意事項  

詳細調査については、現地調査も実施すること。 

 また、フランスに係る現地調査については、環境再生保全機構と協議の上決定する外部の専門

家2名を同行する。 

 

5.中間報告 

受託者は、平成18年12月目途にそれまでの調査内容に関し中間報告を行うものとする。中間

報告の時期及び実施方法については別途指示する。 

 

6.予算額 

900万円以下（税込み） 

 

7.調査報告書 

提出期限：平成19年2月28日までに、以下の資料を取りまとめて紙媒体及び電子媒体により

納品する。 

・調査結果報告書 50部 

・ 関連法令・重要資料原文集 50部 

・ ＣＤ-ＲＯＭ媒体 2枚 

 

8.その他 

  本仕様書に定めのない事項については、独立行政法人環境再生保全機構と請負業者との間で

協議し定めるものとする。 

  なお、本業務の実施に必要な物品等の調達に当たっては、「国及び国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律」に基づき、可能な限り環境負荷の低減に資する環境物品等の調達

を行うこととする。 


